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Ⅰ. 緒言 

１．東京オリンピック・パラリンピックと大学連携 

 2020年東京オリンピック・パラリンピック（以下「2020年大会」という）の

開催まで 1 年を切り、大会に向け多くの関係者が準備を進めている。そのよう

な中で、大学に目を向けると東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織

委員会（以下「大会組織委員会」という）と全国の 810大学（2019年 9月 1日

現在）が大学連携協定を締結し、1）2020 年大会に向け、教育、研究、社会貢献

の分野で事業を展開している。 

 政府は、2020 年東京大会の準備及び運営に関する施策の推進を図るための基

本方針（2015年 11月 27日閣議決定）において、「大会開催を契機にオリンピッ

ク・パラリンピック教育の推進によるスポーツの価値や効果の再認識を通じ、

国際的な視野を持って世界の平和に向けて貢献できる人材を育成する。」ことを

明記している。2）そして、この目的を達成するため、スポーツ庁がオリンピッ

ク・パラリンピック・ムーブメント全国展開事業を実施している。 
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この取組は、大学と各県教育委員会と学校が連携し事業を推進しており、2020

年大会を成功させるため、オリンピック・パラリンピック教育を全国に展開す

るものである。3）4）この事業に採択されている早稲田大学は、学内に早稲田大

学オリンピック・パラリンピック事業推進室という組織を設け、活動の 5 本の

柱として①オリンピック・パラリンピック教育、②ボランティアの活性化、③

学内施設の東京大会での利用、④学内外アスリートの支援、⑤学外連携・学術

文化交流という活動に取組んでいる。5）また筑波大学は、学内に筑波大学オリ

ンピック・パラリンピック総合推進室を設置し、教育面での成果、実績、社会

の貢献として多岐にわたる取組を行い、社会に発信していくことを目的として

いる。6）大学が実施しているオリンピック・ムーブメントにおいて、真田（2015）

は、大学生の自主的活動の重要性を指摘している。7）このような自主的活動と

しての 2020年大会に向けた学生団体の設立は、開催都市近郊の大学で見受けら

れる。8)9)10)大会組織委員会開催の大学連携や 2020年大会関連イベントは、開催

都市近郊で実施され、今後もこのような関連イベントへの参加機会は増加する

ことが予想される。しかしながら、大学連携協定を締結した半数以上の大学は

2020年大会の開催都市以外に所在しているため、大学連携の 3つのキーワード

である①教育、②経験、③レガシー11）中の経験という部分で工夫をこらした取

組が必要となるであろう。現在、この点を含み、2020 年大会に向け、どのよう

な事業を実施していくかを検討している大学が多く見受けられる。またこれら

の大学が 2020年大会に向け継続的な活動を展開しているとは、言い難い状況も

見受けられる。そして、2020 年大会に向けた取組については、地域差の課題が

指摘されている。12）このような状況の中、本学が所在している山口県や全国の

自治体が 2020年大会に向けホストタウン事業に取組んでいる。13）その数は、県

内 7市を含む全国 365自治体（2019年 10月 31日現在）である。14）大学連携の

キーワードの経験としての視点から、オリンピック・パラリンピック教育を推

進していく上で、このホストタウン事業への参加や調査に取組むことは、開催

都市以外の大学が 2020年大会を考える貴重な機会の一つとなるであろう。 
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２．アクティブ・ラーニングへの取組 

 本学は、平成 26 年度文部科学省「大学教育再生加速プログラム（AP）」

（Acceleration Program for University Education Rebuilding）の採択を受

け、「アクティブ・ラーニング（AL）」推進のパイロット校として教育改革を推

進している。15）アクティブ・ラーニングとは、教員による一方的な講義形式の

教育とは異なり、学修者の能動的な学修への参加を取り入れた教授、学習方法

の総称である。16） 

本学のアクティブ・ラーニング（以下「AL」という）の定義は、「学び」の深

まりであり、それを「学生が何をできるようになるか」を基準として階層的に

捉えたものが AL・ヒエラルキーである（図 1）。本学ではそこに含まれるあらゆ

る階層の「学び」を ALと捉えている。すなわち、「ディスカッション」「プレゼ

ン」といった高次 AL だけでなく、「学びへの出発」や「学びへの興味」などの

低次 ALにも焦点をあて、それらを全学的に推進していく組織基盤の構築を目指

している。17） 

そして、AL を 4年間の継続的な学びとして体系化するカリキュラムを用意し

ている。1年次の｢教養ゼミ｣における PBL（Problem Based Learning, 課題解決

型学習）リテラシー教育の標準化、2年次の「地域ゼミ」における「地域課題の

発見と解決」をテーマとする PBL、3、4 年次の「専門ゼミⅠ・Ⅱ」では地域課

題活用の推進の実施している。18）このようなゼミ活動におけるアクティブ・ラ

ーニングの取組の実施と同時に大学講義全般への浸透をも目標としている。今

回は、スポーツマネジメント演習Ⅰ・Ⅱの授業において ALの授業を実施したの

である。 
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図１．徳山大学 AL・ヒエラルキー 

           
出所：徳山大学 HPより抜粋 

 

３.日本国内におけるオリンピック・パラリンピック教育 

 オリンピック・パラリンピック教育（「以下オリパラ教育」という）は、オリ

ンピック・パラリンピックを題材にして、①スポーツの意義や価値に対する国

民の理解・関心の向上、②障害者を含めた多くの国民の幼少期から高齢期まで

の生涯を通じたスポーツへの主体的な参画（「する」「見る」「支える」「調べる」

「創る」）の定着、拡大、③児童、生徒をはじめとした若者に対する、これから

の社会に求められる資質・能力等の育成、を推進することを目的としている。19） 

 オリパラ教育は、IOC(国際オリンピック委員会)が考えるオリンピック・ムー

ブメントの重要な柱になっている。筑波大学オリンピック教育プラットフォー

ム（Centre for Olympic Research and Education）では、オリンピック教育を

スポーツやオリンピック（パラリンピック含む） を教材として、国際的な視野

を養い、世界の平和に向けて活躍できる人材を育成する活動としている。20） 

 過去、日本で開催されたオリパラ教育としては、1964 年東京五輪におけるオ

リンピック学習、1998 年長野五輪・パラリンピック（「以下、長野大会」）の一
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校一国運動という国際理解教育が実施されている。長野大会を契機とし開始さ

れた一校一国運動は、その後の、ソルトレイクシティ・冬季大会（2002年）、ト

リノ大会（2006年）、北京大会（2008年）、ロシアのソチ大会（2014年）でも実

施された。21 ） 

 一校一国運動について、真田ら（1999）は、一校一国運動参加生徒が非参加

生徒より友好意識、平和意識、異文化理解の意識の点で高い数値を示している

ことを報告している。22）一方で、大会終了後 10年経過後の調査により、大会後

から活動を途絶えることなく継続している学校は、数校であり、学校現場にお

ける一校一国運動の継続の課題を指摘している。23）また大会後、20年経過後の

調査からは、現在も 10校前後が交流相手国との派遣、招待を行う人的交流を実

施している。そして、市教育委員会からの小規模の補助金を活用する学校や費

用をかけずに国際理解教育に取組んでいる学校は、市内の全学校の半分ほどで

あることが明らかになっている。24） 

2020年大会では、東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会は、

「東京 2020 教育プログラム」（愛称：「ようい、ドン！」）を展開している。こ

の事業は、オリパラ教育が全国に広がり、児童・生徒がオリンピック・パラリ

ンピック、スポーツの価値を学習する機会や、多様な国や文化に触れる機会、

アスリートと交流できる機会等を促進し、2020 年やその先に向けた、次代を担

う人材を育てることを目的としている。25）そして、東京都教育委員会は、オリ

パラ教育を都内の公立学校（幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、中等教

育学校、高等学校及び特別支援学校）で実施しており、その数は、2018 年 5月

現在 2,323 校、園児、児童、生徒数は 978,549 人である。26）また東京都以外で

のオリパラ教育は、スポーツ庁においてオリンピック・パラリンピック・ムー

ブメント全国展開事業で実施されている。3）4） 

 このような 2020年大会に向けたオリパラ教育は実施されている。しかしなが

ら全国の都道府県教育委員会を対象にしたアンケートにおいて、回答のあった

32 の都道府県教育委員会のうち小学校、中学校、高等学校でオリパラ教育を実

施した小学校は 25.0％、中学校 28.1％、高等学校 25.0％であった。27）このこ



 徳 山 大 学 論 叢 第 89 号 

- 46 - 
 

とから国内開催のオリンピック・パラリンピックでは、開催都市中心にオリパ

ラ教育は実施されるが、開催都市以外の地域で継続的に実施されているとは言

い難い状況が示されている。 

大学のオリパラ教育への取組について、市民向けの講座、オリンピック・パ

ラリンピック授業が行われている。また 2020年大会に向け、オリンピック・パ

ラリンピック事業を推進する学内組織の設立や、自治体と連携した各国の事前

キャンプ受け入れに取組んでいる。このように 2020年大会に向け、全国の大学

が大会組織委員会との連携協定を締結し、教育、研究、社会貢献の分野で事業

を展開している。しかしながら、開催都市以外の大学生においては、2020 年大

会関連事業への直接参加の機会を得ることが、大会前や大会期間中を含めて、

開催都市近郊の大学に比べ難しいことが予想される。このような中、開催都市

以外の大学生がより主体的にオリンピック・パラリンピックに対する理解を深

めるために、今回、アクティブ・ラーニング型の授業実践としてのオリンピッ

ク・パラリンピック教育教材の作成を実施した。この実践では、授業履修学生

が 2020年大会の理解やオリンピック・パラリンピックの課題把握、開催都市以

外の地域における2020年大会との関わりを考える契機となることを目指したの

である。以上をふまえ、本研究では以下の点を研究目的とする。 

 

Ⅱ. 研究方法 

１．研究の目的 

①アクティブ・ラーニング型授業におけるオリンピック・パラリンピック教

育教材の開発や実践を通じ、今後のオリンピック・パラリンピック教育教

材の開発に向けた課題を明らかにする。 

②2020 年大会に向けたオリパラ教育を検討する上で、大学生のオリンピッ

ク・パラリンピックに対する意識を明らかにする。 
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２．研究の方法 

スポーツマネジメント演習Ⅰ・Ⅱの授業においてオリンピック・パラリンピ

ック教育の教材を作成した。そして作成したオリンピック・パラリンピック教

育の教材の内容理解、評価についてアンケート調査を実施した。実施対象は、

2018年度「レクリエーション」「アダプテッド・スポーツ論」、2019年度「スポ

ーツマネジメント」「教養ゼミ」の授業受講学生のアンケート回答者 165 名中、

有効回答の 113 名（男性 84 名、女性 29 名）を対象とした。学年の内訳は、1

年生 8名、2年生 21名、3年生 72名、4年生 12名であった。 

 

Ⅲ. 結果 

１．オリンピック・パラリンピック教育の教材作成 

１－１．スポーツマネジメント演習Ⅰでの取組 

授業のねらいは、テーマに沿って、資料収集、議論、調査、分析、報告を行

うことで、ディスカッション能力、調査能力、考察能力、報告書作成能力の向

上を図ることである。 

授業の進め方として、スポーツマネジメントの多様な対象の中から、テーマ

に応じた資料収集、議論、調査、分析、報告を行った。授業外でもグループで

発表に向けた準備を行い、テーマに対する問題を多角的に理解するとともに、

その課題解決についてグループ討議を通じオリンピック・パラリンピック教育

の教材原稿作成を行ったのである。この活動は、図 1の徳山大学 AL・ヒエラル

キーにおける「学びの深化Ⅱ」における他者との出会いに該当する。グループ

毎に議論を行うことで、自分と異なる他者の意見を聴き、自信を得たり、他者

に影響を受け、自分の学びを深めることにつながると考える。 

今回のスポーツマネジメント演習Ⅰの授業は、オリンピック・パラリンピッ

クというスポーツイベントを対象に教材作成を実施した。このスポーツイベン

トについて、受講学生を 3 つのグループに分け教材作成に取組んだ。各テーマ

に応じ、グループ毎に文献調査等やテーマに関する議論を行い、授業内での中

間発表を経て、最終原稿を完成させたのである。テーマは、①1964 年と 2020
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年東京大会選手村の比較、②日本で開催された冬季オリンピック・パラリンピ

ック、③山口県とオリンピック・パラリンピックという 3 つである。これらの

教材作成においては、スポーツマネジメント授業Ⅰ（2018 年 4 月～7 月）の中

で受講学生を 3 グループに分け、テーマに応じた文献調査、資料作成を通じて

ディスカッションを実施した。また 3 グループ毎にテーマに応じた資料収集、

原稿作成を行う途中で中間発表を行い、各グループの課題を全員で共有し改善

点を議論した。2018 年 7月には最終発表を実施し、授業内全体でテーマに関す

る議論を実施した。発表内容について、学生、教員からの質疑応答が行われ、

グループ毎に教材内容の最終原稿について議論し、改善を行った。 

 

１－２．スポーツマネジメント演習Ⅱでの実践 

 2018 年度後期の授業科目、スポーツマネジメント演習Ⅱでは、スポーツマネ

ジメント演習Ⅰで作成したオリンピック・パラリンピックへの意識、理解や教

育教材の評価に関するアンケート作成を実施した。 

アンケート項目については以下の通りである。 

リーフレットの内容に関する質問 

①山口県内でホストタウンに取組む自治体に対する関心 

②共生社会ホストタウンに対する理解 

③ホストタウン登録における自治体のメリット、デメリット 

④1964年の東京オリンピック選手村への理解 

⑤2020年東京オリンピック・パラリンピック選手村に対する考え 

⑥日本で開催された冬季オリンピック・パラリンピックの開催理由 

⑦長野オリンピックへの理解 

⑧冬季大会のメダル製作についての理解 

⑨2030年冬季オリンピック・パラリンピックに対する札幌の立候補について 

⑩リーフレットに関する理解度、満足度 
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1－３．オリンピック・パラリンピック教育の教材について 

スポーツマネジメント演習Ⅰで作成したオリンピック・パラリンピック教育の

教材は、別紙 1の通りである。 

 

２. 結果 

スポーツマネジメント演習Ⅰにおいて作成したオリンピック・パラリンピッ

ク教育の教材に対する大学生の理解度、満足度に対するアンケートを実施した

結果、評価は、図 2～7の通りである。また今回の教材の中で扱ったテーマに関

する大学生の意識は、表 1～5の通りである。 

 

図２．1964年と 2020年東京大会選手村の比較への理解度
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図３．日本で開催された冬季オリンピック・パラリンピックへの理解度 

       

 

図４．山口県とオリンピック・パラリンピックへの理解度 

       

 

図５．1964年と 2020年東京大会選手村の比較への満足度 
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図６．日本で開催された冬季オリンピック・パラリンピックへの満足度 

       

 

図７．山口県とオリンピック・パラリンピックへの満足度 

       

 

スポーツマネジメント演習Ⅰで作成したオリンピック教育の教材の 3 つのテ

ーマ毎に理解度、満足度のアンケート調査を実施した。3つのテーマにおける理

解度は、よく理解できた、やや理解できたの肯定的回答が「1964年と 2020年東

京大会選手村の比較」で 90％、「日本で開催された冬季オリンピック・パラリ

ンピック」で 87％、「山口県とオリンピック・パラリンピック」で 87％であっ

た。一方、内容の理解度に対し、あまり理解できなかった、まったく理解でき

なかったの否定的回答は、「1964年と 2020年東京大会選手村の比較」で 10％、
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「日本で開催された冬季オリンピック・パラリンピック」で 13％、「山口県と

オリンピック・パラリンピック」で 13％であった。 

  教材の満足度については、満足、やや満足の肯定的回答が「1964 年と 2020

年東京大会選手村の比較」で 97％、「日本で開催された冬季オリンピック・パ

ラリンピック」で 95％、「山口県とオリンピック・パラリンピック」で 94％で

あった。一方、内容の満足度について、不満と回答した者はなく、やや不満と

の回答者は、「1964年と 2020年東京大会選手村の比較」で 3％、「日本で開催

された冬季オリンピック・パラリンピック」で 5％、「山口県とオリンピック・

パラリンピック」で 6％であった。 

 

表１．共生社会ホストタウンへの理解 

項目  度数    ％ 

知っている 7 6.2% 

知らない 106 93.8% 

合計 113 100.0% 

 

内閣官房東京オリンピック・パラリンピック推進本部事務局が取組む 2020年

大会を契機にユニバーサルデザインの街づくり及び心のバリアフリーを目指す

共生社会ホストタウンについては、表 1の通り「知っている」7名（6.2％）、

「知らない」106名（93.8％）であった。 
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表２.ホストタウン登録自治体のメリット 

カテゴリー 代表的な記述 度
数 

％ 

地域活性化 海外の選手が事前合宿を行うことで宿泊施設や
観光施設の経済効果が期待できる。 

52 46% 

ホストタウンとして受け入れた国の観光客が増
える。 

国際交流 

  

国際交流ができる。大会後も青少年の交流が続
く可能性がある。 

28 

  

25% 

  

オリンピック出場国の人を受け入れることが出
来、その国の文化などに触れることが出来て、
今後の交流も可能かもしれないため。 

異文化理解 

  

各国の文化や生活習慣を知れる。 25 

  

22% 

  その国の文化や競技について深く知ることが出
来、それについて周りの関心が広がる。 

地域 PR 

  

山口県の良い所を多くの国に知ってもらうこと
が出来ると思う。 

18 

  

16% 

  

マスメディアがオリンピック選手を取り上げる
ので地域の宣伝になる。 

スポーツ振
興 

  

ホストタウン事業を行うことによって、小中高
校生等とスポーツ教室等で交流することが出
来、競技の向上に繋がる。 

9 

  

8% 
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表３．ホストタウン登録自治体のデメリット 

カテゴリー 代表的な記述 度
数 

％ 

費用負担 

  

ホストタウンとして各国の選手が滞在しやすい
環境を作る必要があり、建設や準備にかかるお金
に対して反対が出てくる。 

25 

  

22% 

  

事業費などのお金がかかるならば、維持するのが
難しい。 

治安悪化 

  

人がたくさん来ることで騒ぎや迷惑行為があっ
たり、ゴミなどがたくさん出る。 

21 

  

19% 

  

人が増えることで問題が起こる可能性が高くな
る。 

異文化理解 

  

自治体に住んでいる住民からの苦情があるかも
しれないこと。文化の違いによるトラブルが起こ
ることがある。 

19 

  

17% 

  

文化などの違いに戸惑ってしまう。 

意思疎通 

  

言語の壁によりコミュニケーションがとりにく
い。 

9 

  

8% 

  

言語の違いから問題が起きる可能性がある。 

環境整備 

  

海外の人が不自由なく過ごせる環境づくりが難
しい。 

9 

  

8% 

  

地方自治体の施設面などが不十分である。 

 

山口県内で実施されているホストタウンのメリット、デメリットに関連する

自由記述の内容を、KJ法 28）により分析した結果、表 2の通りメリットについて

回答数の多い上位 5 位の要素は、「地域活性化」「国際交流」「異文化理解」

「地域 PR」「スポーツ振興」であった。「地域活性化」に関する記述は 52名（46％）、
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「国際交流」に関する記述は 28名（25％）、「異文化理解」に関する記述は 25

名（22％）、「地域 PR」に関する記述は 18名（16％）、「スポーツ振興」に関

する記述は 9名（8％）であった。 

 また表 3 の通りホストタウンのデメリットについての回答数の多い上位 5 位

の要素は、「費用負担」「治安悪化」「異文化理解」「意思疎通」「環境整備」

であった。「費用負担」に関する記述は 25名（22％）、「治安悪化」21名（19％）、

「異文化理解」19名（17％）、「意思疎通」9名（8％）、「環境整備」9名（8％）

であった。 

 

表４．2020年大会選手村の大会後の利用計画に対する考え 

項目 度数 ％ 

賛成 52 46.0  

反対 47 41.6  

どちらともいえない 14 12.4  

合計 113 100.0  

 

2020年大会選手村の大会後の利用計画に対する考えについて、表 4の通り「賛

成」52 名（46.0％）、「反対」47 名（41.6％）、「どちらともいえない」14

名（12.4％）であった。 

 

表５．2030年札幌五輪立候補に対する考え 

項目 度数 ％ 

賛成 52 46.0  

反対 15 13.3   

どちらともいえない 46 40.7  

合計 113 100.0  
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2030 年札幌五輪立候補に対する考えについて、表 5 の通り「賛成」52 名

（46.0％）、「反対」15名（13.3％）、「どちらともいえない」46名（40.7％）

であった。 

 

Ⅳ. 考察 

１．考察 

 オリンピック教育の教材の 3 つのテーマ毎に理解度、満足度のアンケート調

査を実施した。理解度は、3つのテーマについて回答者の約 9割が肯定的な回答

であった。また満足度は、回答者の 9 割以上が肯定的な回答であった。しかし

ながら、理解度、満足度とも否定的な回答者が存在することから、オリンピッ

ク・パラリンピック教育の教材内容の更なる検討が必要であることが示唆され

た。 

 共生社会ホストタウンについては、「知らない」と回答した者は約 94％であ

った。2020 年大会に向けた内閣府の事業であるホストタウン登録自治体は 405

件（2019年 12月 27日現在）に対し、共生社会ホストタウン登録自治体は、37

件（2019 年 10 月 11 日現在）14)と登録自治体数の違いがある。そのため、この

ような登録自治体数の違いが回答への影響を及ぼしている可能性も考えられる

であろう。ホストタウン登録自治体のメリットについて自由記述の部分から検

証した。その結果、回答数の多い上位 5 位の要素は、「地域活性化」「国際交

流」「異文化理解」「地域 PR」「スポーツ振興」であった。ホストタウンのデ

メリットについての回答数の多い上位 5位の要素は、「費用負担」「治安悪化」

「異文化理解」「意思疎通」「環境整備」であった。 

ホストタウンの目的は、2020 年大会に向け、スポーツ立国、グローバル化の

推進、地域の活性化、観光振興等に資する観点から、参加国・地域との人的・

経済的・文化的な相互交流を図ることである。14） 

「地域活性化」に関しては、「海外の選手が事前合宿を行うことで宿泊施設

や観光施設の経済効果が期待できる。」、「ホストタウンとして受け入れた国

の観光客が増える。」という記述がある一方で、デメリットの視点から「ホス
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トタウンとして各国の選手が滞在しやすい環境を作る必要があり、建設や準備

にかかるお金に対して反対が出てくる。」、「事業費などのお金がかかるなら

ば、維持するのが難しい。」との記述がみられたのである。このように、2020

年大会を契機に全国の自治体で開始されているホストタウン事業に対しては、

費用面からも多様な点が指摘されている。事前キャンプの受け入れに伴う地域

住民との交流は、大会前から各自治体で実施されている。「異文化理解」の視

点からは、メリット、デメリットの双方の回答がみられたのである。「スポー

ツ振興」の視点からは、「ホストタウン事業を行うことによって、小中高校生

などスポーツ教室などで交流することが出来、競技の向上に繋がる。」という

記述がみられた。大会組織委員会は、図 8 の通りアクション＆レガシーの中で

も、スポーツ・健康という視点を指摘している。29）そのため各自治体がスポー

ツ・健康という点からどのような事業を展開し、一過性に終わらないスポーツ

振興に取組むかという視点から注目していくことが必要であろう。 

 

図８．アクション＆レガシープラン 

 
 出所：東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会 HPより抜粋 
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ホストタウンについて関根ら（2016）は、「人的資源や経済的な資源など、

地域が有する資源の限界から、この施策を諦める人々や、長期的なビジョンを

持たない交流の機会や地域を活性化させるための具体的な戦略を欠いたイベン

トといった、単なるつじつま合わせの事業を実施していく主体も顕在化してく

るようにも考えられる」（P52）との可能性を指摘している。30）大会本番に向け、

ホストタウン登録自治体の増加も予想されることから、ホストタウン登録自治

体の具体的な成果については、大会前、大会期間中、大会後の取組を、定量的、

定性的な視点から、長期的に研究を行い蓄積していくことが必要であろう。 

 2020 年大会選手村の大会後の利用計画に対する考えについては、賛成が

46.0％、反対が 41.6％であった。賛成の意見は、「オリンピックが行われた会

場は、オリンピックが終わってしまうと、維持ができなくなり、手放してしま

うことが多い。よって、大会後にも利用できる施設として使うことはいいこと

だと思ったから。」、「オリパラ等ではそのために作られた施設のその後の利

用等が問題となっているので、新しく整備して使った方が良いと思ったから。」

であった。 

どちらともいえないの意見は、「改修するにも費用はかかる。負担がとても

大きくなるので税金が上がったりすることで経済的にも負担があるから。」、

「住みやすい街（交通や商業施設、小学校等）になっていて、新しい街はオリ

ンピックがあったという証になるので、良い案だけど改修費用等、多額の負担

をかけてマンションの売れ残りや思ったほどの経済効果が現れなかった時の場

合、賛成はできない。」であった。反対の意見は、「高層マンションにしてし

まうと、限られた人しか利用できなくなるので、誰でもいつでも利用できるも

のにした方が良いと思うから。」、「改修し、高層マンションを建てるという

ことは、また費用がかかり負担が大きくなる。」である。2020年大会選手村は、

大会後の利用計画で、5650 戸の分譲、賃貸マンションになることや水素を供給

する街づくりが計画されている。31)また選手村のある臨海部では、2020 大会を

契機に、次世代通信規格「5G」の基地局整備が始まり、働き方や暮らしのかた

ちを劇的に変えるとされる。32)このようなオリンピックを契機に開催都市に残
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されるレガシーについては、2012 年ロンドンオリンピックのプレゲームズリポ

ートの中で、環境指標、社会文化指標、経済指標により大会終了後数年経過後

に比較評価されることが報告されている。33)オリンピックが地域・都市に何を

もたらす、もたらしたのかについては、現地調査を含めた数字に表れないレガ

シーの検討が必要と指摘されている。そして、レガシーの評価基準は、誰にと

り重要かという視点をいれたとき、ポジティブ、ネガティブの両方になりうる

難しさを持っているのである。34)そのため、2020 大会後の選手村に暮らす人々

の視点、それ以外の地域住民の方の視点からレガシーを評価していくことも検

討すべき点であろう。 

 札幌五輪の 2030年立候補については、「賛成」46.0％、「反対」13.3％、「ど

ちらともいえない」40.7％であった。賛成の意見として「1度開催されたことが

あるので、そういったノウハウを活かせると思うから。」、「オリンピック・

パラリンピックを通して、札幌という場所を多くの人に見てもらえ、2018 年に

は災害があったので北海道の人たちに元気を与えることができると思うから。」

であった。どちらともいえないの意見として「東京オリンピック・パラリンピ

ックから札幌オリンピック・パラリンピックが 10年しか間が空かないのは、予

算等もなかなか厳しいと思う。また税（金）を使うつもりなのだろうか。」、

「東京オリンピックで多くのお金かかると言われており、冬季五輪でまた莫大

な費用がかかるなら、今、高齢者問題や（他の目的の）税などの方にお金を使

ってほしい。」である。反対の意見としては、「税金の無駄遣いだと思う。」

「（東京大会から）10 年しか経過してないのにまた新しい建物や競技場を作っ

たりしなければならないから。」という意見が出されている。メガスポーツイ

ベントの開催意義について、菊（2018）は、東京 2020大会を事例に、開催意義

やレガシーの出発点のあいまいさを指摘している。35）2030年の札幌五輪の立候

補に関するアンケート回答の中には、「2020 年オリンピック、パラリンピック

が終わった後の経済効果がどれくらいまでになるのかがわからないから。」と

いう意見が出されている。この点について、2020 大会前には、複数の機関から
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発表される経済効果が大会後にどのような影響を与えるかを慎重に検討してい

くことも必要であろう。 

日本国内で開催された過去大会の場合、1998 年長野大会後の開催都市に残さ

れた多様な課題も明らかになっていることから、36）2030年札幌五輪を開催する

意義を慎重に検討することが必要になってくるであろう。 

以上を踏まえ、本研究の結果から、オリンピック・パラリンピック教育の教

材理解度については、約 9 割の肯定的な回答が得られた。アンケート調査結果

からホストタウンのメリット、デメリット、2020 年大会選手村の大会後の利用

計画に対する考え、2030 年札幌五輪立候補に対する考えについては、異なる側

面からの意見が明らかになったのである。このことから、教材学習を通じてオ

リンピック・パラリンピックを多角的視点から学修者が検討し、学びを深めた

可能性が推察された。 

 

２．オリンピック・パラリンピック教育の教材作成を通じた課題 

 今回、スポーツマネジメント演習Ⅰにおけるアクティブ・ラーニング型授業

においてオリンピック・パラリンピック教育の教材作成を実施した。今回、選

択したオリンピック・パラリンピックに関するテーマについて、パラリンピッ

クに関する内容は、1998 年長野パラリンピックの概要、山口県におけるホスト

タウン事業への取組における共生社会ホストタウンの部分のみであった。また

共生社会ホストタウンについて、「知っている」との回答は、6.2％であった。

藤田（2016）は、パラリンピックの認知度は高いが、ボッチャやゴールボール、

パラバドミントンという競技の認知度が低いことを指摘している。そして、2020

年パラリンピック経験による認知度、意識の変化を追跡することは、パラリン

ピックのレガシーを考える上で重要であると指摘している。37）今後、大学生に

対するパラリンピックへの理解を促進する教材開発を実施していく中では、

2020 年大会前、開催期間中、開催後で人々の認知度、意識が異なることが予想

されることから、教材内容の検討も必要であろう。 
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 今回のアクティブ・ラーニング型授業での取組は、徳山大学 AL・ヒエラルキ

ーの新たな学びの展開までは到達していない状況である。この点に関しては、

オリンピック・パラリンピック教育の教材作成を通じ、学生が作成した教材を

用いて授業を実施し、受講学生とテーマについて議論を行う機会を設けること

で、自ら新たな課題を発見できるであろう。またグループ毎のテーマに応じた

現地調査を行うことで、新たな課題の発見やその課題解決に向けた活動を企

画・展開できると推察される。そして、このことが新たな「学び」の展開につ

ながる可能性があるため、現地調査の実施は、今後の課題としてあげられるで

あろう。スポーツマネジメント演習Ⅱの授業の中で回収した調査結果は、授業

内で回収した調査票を基にディスカッションを実施した。しかしながら、受講

学生が十分に調査結果を分析し、その結果から読み取れる結論、課題、提言を

行うための十分な時間が確保できず、この点も課題としてあげられる。そして、

徳山大学 AL・ヒエラルキーの学びの総括と教授という点からは、今後は、学校

内外への学生の発表機会の創出が必要であろう。 

大会組織委員会の取組む大学連携は、図 9 の通り、大学生による新しい「オ

リンピック・パラリンピックムーブメント」の広がりが、東京 2020大会の成功

を支える存在になることを示している。38）そのためオリンピックの 3 つの価値

（卓越性、友愛、尊重）39）、パラリンピックの 4 つの価値（勇気、強い意志、

インスピレーション、公平）40）についても、大学生が授業を通じて考えながら、

2020 年大会への多様な関わりを実行していくことが求められていると考えられ

る。 
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図９．2020年に目指す姿 

 
出所：東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会 HPより抜粋 

 

Ⅴ. 結語 

 スポーツマネジメント演習Ⅰの授業内でオリンピック・パラリンピック教育

の教材作成を実施した。受講学生を 1964 年と 2020 年東京大会の比較、日本で

開催された冬季オリンピック・パラリンピック、山口県とオリンピック・パラ

リンピックの 3 つのグループに分け教材作成に取組んだ。各テーマに応じ、グ

ループ毎に文献調査等を行い、議論を重ね最終原稿を完成させた。作成教材は、

「スポーツマネジメント」、「アダプテッド・スポーツ論」、「レクリエーシ

ョン」、「教養ゼミ」の授業の中で授業履修者に配布し、教材を基に授業を実

施した。学生がグループ毎に作成したオリンピック・パラリンピック教育の教

材の評価アンケートをスポーツマネジメント演習Ⅱの授業で作成した。この授

業では、アンケート項目の検討、調査票の作成を行い学生がアンケート作成過

程を学ぶ貴重な機会となった。作成した教材を基に筆者が授業を行い、学生が

作成した教材内容に関する理解度、満足度に関するアンケートを授業内で受講

学生に実施し、回答結果をスポーツマネジメント演習Ⅱの中で分析した。この

ようにスポーツマネジメント演習受講学生が、オリンピック・パラリンピック
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教育の教材作成、教材の評価アンケート作成、分析を実施できた。これらの取

組から、卒業論文作成につながる調査方法の取得を実践的に行うことが可能と

なった。 

しかしながら、スポーツマネジメント演習Ⅰ・Ⅱの受講学生が、今回のアク

ティブ・ラーニング型授業を通じて、得た学び、課題等の授業による影響を、

明らかにできたかという点において、本稿の限界がある。この点においては、

アンケート調査やインタビュー調査を用いて明らかにしていくことを今後の課

題としたい。 
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別紙１．オリンピック・パラリンピック教材 
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